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１ 趣旨 

この仕様書は、和泉市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例（以下、「駐輪場条例」

という。）の定めるところにより、和泉市自転車等駐車場（以下「駐輪場」という。）の指

定管理者が行う業務内容及び処理方法等に関し必要な事項を定めるものとする。 

   

２ 管理運営に関する基本的な考え方 

（１）指定管理者は、以下の事項に十分留意して当該施設の管理運営を行うものとする。 

①公の施設の公共性を認識し、施設の利用に公平性を確保すること。 

②駐輪場の設置目的を最大限に実現することを目指して、安全性を確保し適切な管理運営に努

めること。 

③多様化する住民ニーズに、より効果的・効率的に対応できるよう、創意工夫の上、質の高い

サービスの提供に努めて利用者へのサービスの向上を図るとともに、経費削減に努めて効率

的な管理運営を行うこと。 

 

（２）駐輪場を管理運営するに当たり、次に掲げる項目を基本とする。 

①駐輪場条例に掲げる設置目的に基づき管理運営を行うこと。 

②関係法令、条例、規則等の規定を遵守すること。 

③公の施設の公共性を認識し、施設の利用に公平性を確保すること。 

④利用者の安全を第一とし、かつ、快適に利用できるよう維持管理を適切に行うこと。また、

必要に応じて感染症拡大防止対策を講じること。 

⑤利用者の意見を管理運営に反映させ、常にその立場に立ってサービスの向上に努めること。 

⑥事業計画書及び収支計画書に基づき適正かつ効率的な運営に努めること。 

⑦効率的な運営に努め、管理経費の節減に努めること。 

⑧地域の住民、自治組織、事業者等と良好な関係を維持すること。 

⑨地域貢献の観点から、和泉市内の人材の雇用及び和泉市内企業の積極的な活用を図ること。 

⑩利用者等の個人情報の保護を徹底すること。 

⑪ごみの減量、省エネルギー等環境に配慮した運営を行うこと。 

⑫建物内は禁煙とすること。 

 

３ 対象施設の概要 

（１）名称及び所在地 

名 称 位 置 

信太山駅前自転車等駐車場 和泉市池上町一丁目６番２号 

北信太駅前仮設自転車等駐車場 和泉市太町17番地 

和泉中央駅前南自転車等駐車場 和泉市いぶき野五丁目１番６号 

和泉中央駅前北自転車等駐車場 和泉市いぶき野四丁目５番７号 

和泉府中駅東自転車等駐車場 和泉市府中町一丁目18番19号 

和泉府中駅西自転車等駐車場 和泉市肥子町一丁目１番18号 

  ※令和８年４月１日から(仮称)北信太駅西自転車駐車場を新たに設置する予定。 



3 

 

（２）施設概要 

① 利用車種 

名 称 利 用 車 種 

信太山駅前自転車等駐車場 ・自転車・原動機付自転車 

北信太駅前仮設自転車等駐車場 ・自転車・原動機付自転車 

和泉中央駅前南自転車等駐車場 ・自転車・原動機付自転車 

和泉中央駅前北自転車等駐車場 ・自転車・原動機付自転車・自動二輪車 

和泉府中駅東自転車等駐車場 ・自転車・原動機付自転車・自動二輪車 

和泉府中駅西自転車等駐車場 ・自転車・原動機付自転車 

  ※原動機付自転車は排気 50 ㏄以下及び 125 ㏄以下(最高出力 4.0KW 以下のものに限る)・  

（電動の場合は 0.6kＷ以下）とする。 

  ※（仮称）北信太駅西自転車駐車場の利用車種は、自転車のみを予定している。 

② 利用料金 

利用車種 駐車場の構造 

一時利用 定期利用 

1日1回 
一般 学生 

1か月定期 3か月定期 1か月定期 3か月定期 

自転車 
立体 

1・2階 

120円

2,500円 7,000円 2,000円 5,600円

3階 1,500円 4,000円 1,200円 3,200円

4階 1,200円 3,000円 1,000円 2,400円

平面  2,000円 5,500円 1,600円 4,400円

原動機付自転車 
立体 1階 

250円
4,500円 13,000円 4,500円 13,000円

平面  3,500円 10,000円 3,500円 10,000円

自動二輪車 立体 1階 300円 5,400円 15,700円 5,400円 15,700円

    ※「学生」とは、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条に規定する学校、同法第

124 条に規定する専修学校又は同法第 134 条第１項に規定する各種学校その他これら

に類する施設に在籍する者を、「一般」とは、「学生」以外の者をいう。 

    ※市長が別に定める基準に従い、利用料金を減額し、又は免除することができる。 

  ③ 施設概要 

別表１のとおり 

（３）施設規模の増減計画 

施設の新設計画については、以下のとおり予定している。 

（令和７年８月現在） 

時期 内容 

令和８年 

４月１日 

名  称：(仮称)北信太駅西自転車駐車場 

位  置：和泉市葛の葉町二丁目 72 番９ 

施設規模：82.5 ㎡ 
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時期 内容 

令和８年 

10 月１日 

名  称： 信太山駅前自転車等駐車場 

位  置： 和泉市太町 17 番地 

信太山駅前自転車等駐車場の一部を、放置自転車等撤去保管所として使用

するため、自転車約 150 台分、原動機付自転車約 50 台分の収容台数を縮小 

※令和８年４月１日から駐輪場システム電磁ロック式を導入した(仮称)北信太駅西自転車

駐車場の無人管理を予定。    

（４）現在の指定管理者  ミディ総合管理株式会社 

（５）現在の目的外使用スペースの概要 

名 称 使用の目的 

信太山駅前自転車等駐車場 飲料用自動販売機（１台）設置 

和泉中央駅前北自転車等駐車場 飲料用自動販売機（１台）設置 

和泉中央駅前南自転車等駐車場 レンタサイクル（３台）設置 

北信太駅前仮設自転車等駐車場 シェアサイクルポート（３台）設置 

 

４ 指定予定期間 

令和８年４月１日から令和 13年３月 31日まで（５年間） 

ただし、管理運営を継続することが適当でないと認めるときは、期間の中途においても指定

を取り消すことがある。また、指定期間の開始日は、諸条件により変更する場合がある。 

※指定期間は、和泉市議会の議決を経て確定する。 

 

５ 関係法令の遵守 

本施設の公共性に鑑み、施設の管理に当たり関係法令・条例等を遵守すること。 

指定期間中に法令等に改正があった場合には、改正された内容に基づくものとする。主な関

係法令・条例を例示すると、以下のとおりである。 

①駐輪場条例及び施行規則 

②地方自治法及び施行令 

③和泉市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例及び施行規則 

④和泉市行政手続条例 

⑤個人情報の保護に関する法律 

⑥和泉市個人情報の保護に関する法律施行条例 

⑦和泉市情報公開条例 

⑧和泉市暴力団排除条例 

⑨水道法、消防法、電気事業法その他の施設維持、設備保守点検に関する法令 

⑩労働基準法、労働安全衛生法、障害者の雇用の促進等に関する法律、高年齢者等の雇用の安

定等に関する法律、その他の労働関係法令 

⑪その他管理運営に適用される法令 

 

６ 休業日及び利用時間 

（１）休業日及び利用時間 
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◎休業日：12月 31日から翌年１月３日まで 

◎利用時間 

名 称 利 用 時 間 

信太駅前自転車等駐車場 午前４時 30 分から翌午前０時 45 分 

北信太山駅前仮設自転車等駐車場 午前０時から午後 12 時（24 時間） 

和泉中央駅前南自転車等駐車場 午前４時 30 分から翌午前１時 15 分 

和泉中央駅前北自転車等駐車場 午前４時 30 分から翌午前１時 15 分 

和泉府中駅東自転車等駐車場 午前４時 30 分から翌午前０時 45 分 

和泉府中駅西自転車等駐車場 午前４時 30 分から翌午前０時 45 分 

   ※(仮称)北信太駅西自転車駐車場の利用時間は、午前０時から午後 12時(24時間)を予定。 

（２）その他  市長の承認を得て、休業日及び開業日・利用時間を変更することができる。 

 

７ 収入の区分 

（１）利用料金 

施設及び附属設備の利用に係る利用料金収入は指定管理者に帰属するものとする。 

なお、指定期間中に受益者負担の適正化に向けた利用料金の見直しや料金区分等の新設に

より利用料金の改定が必要な場合、条例改正を行う可能性がある。 

条例改正を行う場合は、別途協議するものとする。 

（２）自主事業収入 

指定管理者が企画・実施することにより得た各種事業収入は、指定管理者の収入として受

け取ることができる。 

 

８ 指定管理者が行う業務内容 

（１）職員の雇用、配置、研修 

①労働基準法、労働安全衛生法、障害者の雇用の促進等に関する法律その他の関係法令を遵守

すること。 

②雇用に当たっては、地域雇用創出の観点も踏まえて和泉市内の人材の雇用に努めること。 

③必要な資格保有者は次のとおりとする。その他の業務においても、業務内容に応じ、必要    

な知識、技能及び経験を有するものを適正配置すること。 

 ア 防火管理者 

④指定管理者の業務を行うために、各施設の利用時間内は業務遂行に支障の無いよう最低１人

の職員を常駐させること。ただし、北信太駅前仮設自転車等駐車場及び(仮称)北信太駅西自

転車駐車場は常駐管理ではないため、定期的に見回りや点検等を行う職員配置体制を講じる

こと。その他の時間帯についても、必要と認められる職員を配置すること。 

⑤職員の配置に関して責任者を配置し、各種業務における責任体制を確立すること。 

⑥職員の資質を高めるため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必要な知識と技術の習

得に努めること。 

（２）利用の許可、取消し等 

①利用の許可、不許可及び利用の取消し等の権限は指定管理者が行使するため、駐輪場条例及

び施行規則の許可基準に基づき施設利用マニュアルを作成し、公平な利用を確保すること。 
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②利用申請書等の様式については、市長が定める様式を使用し、指定管理者が準備すること。 

③利用の許可に当たっては、利用目的が利用上問題ないことを確認した上で許可を行うととも

に、利用中は音響、騒音、照明等により他の利用者に悪影響をおよぼさないよう指導するこ

と。 

④駐輪場条例及び施行規則に定める基準に該当するときは、利用者に許可を与えず、又は利

用許可の取消し、又は利用の中止を命ずるものとする。 

（３）料金の徴収 

①施設及び附属設備の利用に係る利用料金の徴収業務を行う。翌年度の利用予約に係る収入は

預かり金として処理し、翌年度の利用料金収入とする。特に、指定期間終了後の利用予約に

係る利用料金収入は、市又は市が指定するものに引き渡さなければならない。 

 定期券の解約に伴う払戻しが発生した場合は、払戻しの必要が発生した時点の指定管理者が

定期券記載利用期間の経過日数にて計算し、当該預り金により対応すること。 

計算式  [解約払戻金＝定期料金－（経過日数×一時料金）] 

②利用料金の額は、駐輪場条例に定める額とする。 

（４）施設の運営業務 

①利用者への対応 

・常に利用者の立場に立ってサービス向上に努めるとともに、利用者の意見を管理運営に反

映させる仕組みを講じること。 

・利用者から苦情等があった場合は、適切な対応をすること。苦情等の内容を従業員間で共

有し、重要なものは市へ報告すること。 

②営業日及び利用時間は、規則に定めるものとする。なお、点検等のために、部分的に休業す

ることは可とする。ただし、休業する場合は緊急を要する場合を除き、原則として２か月前

までに休業する期間を市に申し出ること。 

③事故等が発生しないよう、安全管理には十分に注意して運営を行うものとし、次の事項に努

めること。 

・事故、故障等の発生に対して、素早い対応が行える体制を構築すること。 

・駐輪場の開場、閉鎖、混雑時の交通整理を行うものとする。 

・自転車等の入出庫に際し、交通違反を起こさないよう利用者に注意喚起を行うこと。 

（５）施設の維持管理 

①点検業務          

常時、施設の点検を行い、仕上げ材の浮きやひび割れ、はがれ、漏水、カビ、排水管の詰

まり等が発生しない状態を維持し、かつ美観を維持することに努めるとともに、施設等に不

具合を発見した際には、速やかに使用停止あるいは応急措置等を行い、利用者に支障がない

よう配慮するとともに、速やかにその改善が図れるよう適切に対処すること。 

②修繕関係業務 

・指定管理者は、市と協議の上で、日常的小規模修繕（原則、１件当たりの上限は 50 万円

（税込み））を実施するものとする。 

・緊急に対応を要する修繕案件に関しては、市との協議の上で、その金額にかかわらず指定

管理者による修繕実施を要請する場合がある。なお、この場合の財源については、指定管

理者の新たな自己負担が生じることのないよう適宜調整を図るものとする。 

・指定管理者が修繕を実施した場合には、市が指示する方法により、市に対して実施結果を
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報告しなければならない。 

・安全の確保及び適切な管理運営のため、次年度以降の計画的な修繕が必要と認める場合は、

原則として毎年１回、市が別途指示するときに必要修繕項目、修繕内容、修繕方法、必要

経費、優先順位等を整理し、市に提出すること。 

・台風、地震等の災害により発生した破損・損壊に対する修繕については、市の費用負担で

実施する場合があるため、災害により発生した修繕については、市と調整の上、実施する

こと。 

③清掃業務 

・利用者が快適に利用するために必要な日常業務清掃、定期清掃等を行うものとする。施設

内の廃棄物については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律や和泉市廃棄物の減量推進及

び適正処理に関する条例に準じて適正に処理すること。 

・資源ごみの処理に当たっては、リサイクルに努め、資源の再生化を行うこと。 

・清掃業務に係る年間実施計画を立てるとともに、清掃業務の執行状況について日誌等によ

り作業を管理すること。 

・必要に応じて、鼠・害虫等の駆除を行うこと。 

④樹木等の維持管理 

施設内の樹木、花壇、芝生等の植栽の維持管理に当たっては、美観や衛生環境を良好な状

態に保つよう、散水、施肥、害虫駆除、剪定、刈込み、除草等の必要な処置を講ずること。 

（６）施設の安全管理 

①警備業務 

・施設内の財産の保全及び施設内出入者への対応、不審者の侵入防止、犯罪発生の抑制、火

災等の緊急事態への初期対応、関係機関への通報連絡等を行うために警備業務を実施する。 

・警備業務の対象は駐輪場敷地内とする。 

・施設の規模、内容等を勘案して最適な警備体制、システムを構築して業務を実施するもの

とする。 

・警備業務には駐輪場の開業、閉鎖、混雑時の交通整理を含むものとする。 

 ②感染症対策 

  ・業種別の感染拡大予防ガイドライン等を参考に、感染症拡大防止対策を講じること。 

（７）施設の利用促進 

施設の利用促進のため、利用者への周知・ホームページ作成・付加サービス・利便性向上

の対策など、市の承認を得て実施する。 

指定管理者が管理する各自転車等駐車場において、市が指定する事業者がシェアサイクル

（電動アシスト自転車）を５台程度設置し、シェアサイクル事業を実施する場合がある。 

この場合、指定管理者は、当該シェアサイクル事業の案内等軽微な範囲で協力すること。 

また、指定管理者に対し、シェアサイクル事業に伴う自転車等の設置に係る委託料・利用

料等は発生しない。 

（８）緊急時の対策 

①緊急時（急病、火災、災害その他利用者の生命を脅かすような事象の発生及びその恐れが

あるとき）は、直ちに利用者の避難誘導及び被害の低減に必要な対応をするとともに、市

及び関係機関へ通報すること。 

②利用者の傷病発生時の応急措置等に対応出来るよう、職員に対してＡＥＤ（自動体外式除
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細動器）等の使用方法の周知を図ること。 

③消防訓練（避難訓練を含む。）を年１回以上実施すること。実施時には消防訓練実施届を

消防署へ提出すること。また緊急対応体制表を作成し、事務所内に掲示すること。 

④消防計画・防火管理者選解任届の消防署への届出、地震防災応急計画の作成及び市への届

出、緊急対応マニュアルの作成及び市への提出を適切に行うこと。 

（９）個人情報の保護及び情報公開 

①個人情報の保護（別添資料１参照） 

・個人情報の保護に関する法律を遵守し、知り得た個人情報を漏らすことなく、個人情報

の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講

ずること。また、知り得た個人情報を施設の管理運営以外の目的に使用しないこと。 

・指定管理者として駐輪場の管理に関する業務に従事している者又は従事していた者が、

その業務に関して知り得た個人情報の内容についてみだりに他人に知らせ、又は不当な

目的に使用することを禁止する。 

・正当な理由なく当該個人情報を提供した場合は、個人情報の保護に関する法律に基づく

罰則が適用される。 

・個人情報保護に関するマニュアルの作成及び市への提出を適切に行うこと。 

②情報公開 

指定管理者は、和泉市情報公開条例の趣旨にのっとり、駐輪場の管理に関する業務に係

る情報の公開に努めるものとする。 

（10）業務マニュアルの作成 

本仕様書に特に定めるもののほか、施設の管理運営に係る具体的な業務ごとにマニュアル

を策定し、統一的な運営を図ること。 

（11）業務報告 

①管理運営業務の利用状況・実施状況等を記載した業務日報を作成し、市が指定する期間保

管し、求めがあったときは提出すること。 

②毎月、業務日報に基づいて業務報告書を作成し、市に報告すること。 

③年度終了後２か月以内に次の事項を記載した事業報告書を提出すること。 

・管理業務の実施状況及び施設利用状況 

・利用料金の収入の実績 

・管理に係る経費の収支状況 

・職員の出勤管理表等 

・各施設のエネルギー使用量 [別に定める様式](省エネ法に基づく) 

・駐輪場において改善すべき事項がある場合の報告書等 

（12）施設管理運営上の特記事項 

   ①別表２のとおり 

   ②別冊「自転車等放置防止対策業務仕様書」（参照） 

（13）指定期間の前に行う業務 

① 協定項目について市との協議 

② 利用料金等の設定 

③ 配置する職員等の確保、職員研修 

④ 業務に関する各種規程の作成、協議 
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⑤ 現管理者からの引継ぎ 

⑥ その他必要な業務 

 

９ 自主事業 

（１）この仕様書に定める業務のほか、指定管理者は、自らが企画し、自らの財源をもって駐輪

場に関連するサービス・イベント・自動販売機の設置その他の自主事業を実施することがで

きる。 

（２）自主事業の実施に当たっては、利用者等の意見・要望を十分に反映させるとともに、駐輪

場の設置目的を踏まえたものとし、公共施設において実施するうえで適当なものとすること。

利用料金等においても同様の観点で設定すること。 

（３）自主事業を企画し実施しようとするときは、計画書を作成し事前に市の承認を得なければ

ならない。駐輪場施設の敷地・建物を利用して自主事業を行う際において行政財産の目的外

使用に当たる場合は、市から許可を得た上、使用料を負担しなければならない。 

指定管理者は自主事業の収益を得た場合は、応募時に提案する自主事業納付金を市が指定

する方法により納付すること。 

  

１０ 再委託の制限 

（１）指定管理者は、仕様書で規定する業務の全部を一括して、又は業務の主たる部分を第三者

に委託し、又は請け負わせてはならない。 

（２）指定管理者が第三者に委託し、又は請け負わせることができる業務は、駐輪場条例第６条

第２項の定めるもの及び自主事業に属する業務とする。ただし、指定管理者は、業務の一部

（自主事業に属する業務を含む。）を第三者に委託し、又は請け負わせようとする場合は、

あらかじめ市の承認を得なければならない。 

（３）市は、指定管理者に対して、業務の一部を委託し、又は請け負わせたものの商号又は名称

その他必要な事項の通知を請求できる。 

（４）指定管理者が業務の一部を委託し、若しくは請け負わせることができる相手方は、事業者

又はその役員、従業員等が過去から現在にかけて暴力団、暴力団員、暴力団関係者、総会屋

その他の反社会的勢力でなく、反社会的勢力に対し、出資、貸付、資金提供等の便宜を図っ

ておらず、自ら意図して交際したり、維持・運営に協力若しくは関与していないものに限る。 

 

１１ 管理に係る経費及び会計処理 

（１）管理経費の財源 

施設の管理に関する経費は、利用料金その他団体が自主的に補う財源により賄うものと

する。なお、団体が自主的に補う財源とは、団体が保有する自己財源、自主事業により得

た剰余金等のことをいう。 

（２）市への納付金 

指定管理者は、施設使用料として次に示す方法で算出された金額を市に支払うものとする。 

Ａ＝｛（Ｂ－（Ｃ＋Ⅾ）｝×納付率 

Ａ：施設使用料  Ｂ：駐輪場利用料金収入 

Ｃ：消費税（指定管理者が納付すべき概算額、ただし自主事業分は除く） 

Ｄ：管理運営経費   
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※ 納付率は、80％を下限として指定管理者が提案した率とする。 

※ 施設使用料の算定において、Ｂ、Ｃ及びＤは実績報告値を採用する。 

※ 市へ納付する際にかかる金融機関等への手数料については、指定管理者が負担すること。 

※ 市への納付金は、毎年度４月１日から翌年３月末日の 1 年分を市からの請求書を受領し

た日より 30 日以内に市に納付することとする。 

（３）会計の独立 

①指定管理者は、施設の管理業務に係る経費をその他の経費と明確に区分し、独立した会計

帳簿類を整備しなければならない。 

②指定管理者が自主事業を実施する場合には、その経費は上記①の経理に含めず、独立した

会計帳簿類を整備しなければならない。 

（４）市が負担する経費 

管理運営に係る経費のうち、市が負担するものは以下のとおりとする。 

①大規模修繕費（市が必要と認めたもの） 

②備品費（市が必要と認めたもの） 

 

１２ 帳簿書類等の保存年限 

指定管理者として作成した帳簿書類は、その帳簿閉鎖の時から５年間適正に保存するものと

する。 

 

１３ 物品の帰属 

指定管理者が購入した物品の帰属は、次のとおりとする。 

（１）消耗品 

消耗品は、現に使用中の消耗品については市に引き継ぐこととするが、それ以外の物は、

指定管理者の所有物とする。 

（２）備品 

備品は、原則として市の所有物とする。このため、指定管理者の所有備品として購入する

物は、あらかじめ市と協議のうえ、購入するものとする。なお、現在所管する概ね１万円以

上の備品は、備品台帳（別添資料２参照）のとおりである。 

 

１４ 事務室等の使用 

（１）管理運営業務に必要な事務室等は、指定期間中無償で使用できる。ただし、駐輪場の管理

運営業務及び自転車等放置防止対策業務以外の用に併用する場合を除く。 

（２）事務室等の施設に損傷を与えた場合は、指定管理者の責任で弁償しなければならない。ま

た、使用に当たっては、節水、節電に努めなければならない。 

（３）施設内の倉庫については、指定管理者と協議の上、交通担当課が使用することができる。 

 

１５ 施設の現状変更 

指定管理者は原則として施設、設備の現状を変更しないこと。ただし、指定管理者の発意に

よる利用者へのサービス向上に資するための施設整備の改良等については、市と協議を行い、

市が承認した場合には、指定管理者の費用負担により実施できるものとする。 
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１６ 指定期間満了後の引継ぎ等 

（１）業務の引継ぎ 

①指定管理者は、その指定期間が満了したとき、又は指定期間満了前に指定を取り消された

とき、若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたことによ

り市又は次期指定管理者へ業務を引き継ぐ際は、市又は次期指定管理者が支障なく業務を

遂行できるよう、業務引継ぎ書を作成の上、引継ぎを行うこと。 

②新旧指定管理者は業務引継ぎが完了したことを示す書面を取り交わし、市長あてに、別途

指示する業務引継ぎの完了に関する書類を提出すること。 

③指定期間終了後の利用予約に係る利用料金収入は、市又は市が指定するものに引き渡さな

ければならない。 

④指定管理者は、市又は次期指定管理者へ業務を引き継ぐ際は、円滑な引継ぎに協力すると

ともに、必要なデータや構築されたシステム等を遅滞なく提供するものとする。特に、施

設の利用予約に関しては遺漏がないよう十分留意すること。 

（２）原状回復 

指定管理者は、その指定期間が満了したとき、又は指定期間満了前に指定を取り消された

ときは、市の指示に従い、管理物件を原状に回復し明け渡さなければならない。指定管理者

の所有に属する備品等は、指定管理者の責任で撤去するものとする。 

 

１７ 環境への配慮 

指定管理者は、電気・ガス・ガソリン等のエネルギー使用量の節減、環境に配慮した商品等

の購入（グリーン購入）の推進、資源の有効活用やリサイクルの推進による廃棄物の排出抑制、

廃棄物の適正処理など、環境に配慮した取組の推進を行うこととする。また、合成洗剤は使用

しないよう努めること。 

 

１８ 市内企業の積極的活用 

指定管理者は、第三者委託や、改修（修繕）、物品の調達等に関しては和泉市内企業の積極

的な活用を図ること。 

 

１９ モニタリング 

指定管理者は、駐車場の管理運営業務の実施状況が、市の業務基準を満たし適正なサービス

を提供できているか確認するため、自ら自己チェックを実施し、市へ報告するとともに、市が

定期的に実施するモニタリングにおいて資料作成、ヒアリング、実地調査等を求められた場合

には、迅速かつ誠実な対応を行わなければならない。 

（１）指定管理者による自己チェック 

毎月終了後 30日以内に自ら管理運営状況の確認を行い市へ報告するものとする。 

（２）市による定期モニタリング 

１年度につき原則３回の現地確認を伴う調査を行うものとする。 

（３）市による年度終了後のモニタリング 

年度終了後１か月以内に現地確認を伴う調査を行うものとする。なお、指定管理者の指定

を取り消したときも、当該日から１か月以内に行うものとする。 

（４）その他随時の履行確認 
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（１）から（３）までに掲げるもののほか、市は必要に応じてモニタリングを行うことが

ある。 

（５）利用者アンケート及び駐輪場利用実態等調査 

モニタリングの一環として、指定管理者は、自己の費用をもって、駐車場におけるサービ

スに関する利用者アンケートのほか、年に 1 回、５月に駐輪場の利用実態等調査を実施する

こととする。（別添資料３参照） 

（６）是正の指示 

モニタリングにより事業内容に改善の必要が認められる場合は、市は指定管理者に対して

業務の改善、是正等の措置を講じるよう指示を行うものとし、指定管理者は指示を受けた内

容について誠実に対応しなければならない。 

 

２０ 市の指示、監査等 

（１）市は、施設管理の適正を期すため、指定管理者に対して、管理運営業務又は経理の状況に

関し報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることがある。（地方自治法第244条の

２第10項） 

（２）指定管理者が（１）に定める指示に従わないとき、その他指定管理者による管理を継続す

ることが適当でないと認められるときは、市は指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間

を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることがある。（地方自治法第244条の２第

11項） 

この場合において、指定管理者の責めに帰すべき事由により生じた損害は、指定管理者が

賠償の責めを負う。 

（３）必要があると認めるときは、指定管理者による施設の管理に係る出納その他の事務につい

て和泉市監査委員の監査を行うものとする。（地方自治法第 199 条第７項） 

 

２１ 管理運営業務の継続が困難になった場合の措置等 

（１）指定管理者の責に帰すべき事由により管理運営業務の継続が困難となった場合は、市は指

定管理者の指定を取り消す等の措置をとることとする。この場合において市に生じた損害は

指定管理者が賠償の責めを負う。 

（２）自然災害その他の不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由に

より管理運営業務の継続が困難となった場合は、市と指定管理者は事業継続の可否について

協議するものとする。一定期間内に協議が整わない場合は、市は指定管理者の指定を取り消

し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることがある。 

 

２２ 指定管理者と市の責任分担 

施設の管理運営に関する市と指定管理者の責任分担（リスク分担）は、次のとおりとする。

なお、詳細に関しては、双方協議の上で基本協定書において定めるものとする。 

項   目 指定管理者 和泉市 

施設の管理運営 ○  

施設の物品管理 ○  

消耗品の購入 ○  

備品の修繕、購入（50万円以上） 協議 協議 

備品の修繕、購入（50万円未満） ○  
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施設及び設備の修繕（50万円以上） 協議 協議 

施設及び設備の修繕（50万円未満） ○  

施設の利用許可 ○  

利用料金の収受・収納 ○  

行政財産の目的外使用許可  ○ 

緊急時の対応(利用者の安全確保、避難誘導) ○  

自然災害など不可抗力による損害  事案による 

人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増 ○  

金利の変動に伴う経費の増 ○  

一般的な税制変更 ○  

施設管理、運営業務内容に対する重大な法令変更  ○ 

その他の指定管理者に影響を及ぼす法令変更 ○  

施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用者からの

反対、訴訟、要望への対応 
○  

利用者の減少、需要見込みの誤りその他の事由による利用料

金収入の変更 
○  

仕様書等市が責任を持つ書類の誤りによるもの  ○ 

事業計画書等指定管理者が提案した内容の誤りによるもの ○  

警備不備による情報漏洩、犯罪発生 ○  

指定期間が終了した場合又は期間中途における業務を廃止し

た場合における事業者の撤収費用及び引継ぎに要する費用 
○  

利用者に係る施設賠償責任保険・傷害保険の加入 ○  

公共施設損害賠償責任保険  ○ 

建物総合損害保険（火災保険等）  ○ 

第三者への賠償（指定管理者として注意義務を怠ったもの） ○  

第三者への賠償（指定管理者の責務によらないもの）  ○ 

包括的管理責任  ○ 

 

２３ 第三者への賠償 

施設、設備及び備品の維持管理等の不備により利用者の財物等に損害を与えた場合は、原則

として指定管理者において賠償すること。また、施設、設備及び備品の維持管理等の不備によ

り利用者に対して正常な機能を提供できなかった場合の損害については、指定管理者において

賠償すること。 

 

２４ 保険への加入 

（１）本業務の実施に当たり、指定管理者が加入しなければならない保険は、次のとおりとする。 

①賠償責任保険 

②傷害保険 

（２）本業務の実施に当たり、市が加入する保険は、次のとおりとする。 

①建物火災保険 

②公共施設賠償責任保険 

 

２５ 協定の締結 

指定管理者は、市との間で、指定期間全体に係る基本協定を締結すること。また、基本協定

のほか各年度に定める必要のある事項について年度協定を締結すること。 
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２６ 業務を実施するに当たっての注意事項 

業務を実施するに当たっては、次に掲げる事項に留意し、円滑に実施すること。 

（１）管理運営及び経理状況に関する帳簿類、業務状況の記録、各種マニュアル、点検結果記録

及び作業記録等は常に整理し、市から施設の管理運営業務又は経理状況に関する報告や実地

調査を求められた場合には速やかに指示に従い誠実に対応すること。 

（２）市が実施又は要請する事業（緊急安全点検、防災訓練、行催事イベント、要人案内、監査・

検査等）への支援・協力を積極的かつ主体的に行うこと。 

（３）各種規程等を作成する場合は、内容について市と協議を行うこと。 

（４）施設の管理運営に係る各種規程等がない場合は、市の諸規程に準じてあるいはその精神に

基づき業務を実施すること。 

（５）指定期間中、年度ごとの予算については、市の財政状況等により金額が変更となる場合が

ある。 

（６）指定管理者は適宜、市と運営に関する協議を行い、業務の適正化を図ること。 

（７）指定管理者は、指定管理者が行う業務をはじめ、業務引継ぎや打合せ等の内容については

会議終了後速やかに作成し、市と指定管理者の間で相互確認を行うこと。 

 

２７ 市と指定管理者で協議・調整を要する事項 

指定管理者は、この仕様書に記載のない事項及び業務の内容・処理について疑義及び問題等

が生じた場合は、市と協議し決定する。 
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別表１ 

  施設の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※和泉府中駅西自転車等駐車場（４Ｆ）の屋上は駐輪スペースとして利用している。 

※(仮称)北信太駅西自転車駐車場は、施設規模 82.5 ㎡の平面建（自転車 41 台収容）で駐輪場システム（電磁ロック式）を採用予定 

 

名     称 
信太山駅前 

自転車等駐車場 

北信太駅前仮設 

自転車等駐車場 

和泉中央駅前南 

自転車等駐車場 

和泉中央駅前北 

自転車等駐車場 

和泉府中駅東 

自転車等駐車場 

和泉府中駅西 

自転車等駐車場 

敷 地 面 積 550.03 ㎡ 503.05 ㎡ 1,681.27 ㎡ 1，878.25 ㎡ 1，613.79 ㎡ 311.57 ㎡ 

延 床 面 積 971.36 ㎡ 193.18 ㎡ 2,445.39 ㎡ 2，322.66 ㎡ 3，288.22 ㎡ 620.32 ㎡ 

構     造 鉄骨造 ３階建 鉄骨造 平屋建 鉄骨造 ２階建 鉄骨造 ２階建 鉄骨造 ３階建 鉄骨造 ４階建 

収
容
台
数 

自 転 車 ４００台 １３０台 ８３６台 ９４１台 １，２７１台 ３４３台 

原 付 １００台 ２０台 ３１１台 ２０６台 １９９台 ３９台 

自動二輪 ０台 ０台 ０台  ４５台  ３９台 ０台 

合 計 ５００台 １５０台 １，１４７台  １，１９２台 １，５０９台  ３８２台 

付帯設備 

・自動ゲート 

・発券機 

（上記設備は現指定

管理者のリース物

件である） 

 
・運搬補助ベルトコ

ンベア２基 

・運搬補助ベルトコ

ンベア２基 

・運搬補助ベルトコ

ンベア４基 

・運搬補助ベルトコ

ンベア３基 
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別表２ 

施設管理運営上の特記事項 

施 説 名 事   項 

和泉中央駅前南自転車駐車場 ・早朝の駅利用者の利便性向上のため、非常口を出口経路として利用すること。ただし、エコールいずみ側の

出口は午前中のみ開放。また、トラブルが起こらぬよう開放時間等がわかるよう明示しておくこと。 

和泉中央駅前南自転車駐車場 ・交通担当課が使用している倉庫２カ所 

和泉府中駅東自転車駐車場 ・交通担当課が使用している倉庫１カ所 

和泉府中駅西自転車駐車場 ・建物北側面（ロータリー側）屋外に自転車駐車スペースを増設（25 台）供用開始は平成 31年３月１日 
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別添資料１ 

個人情報保護法に関する遵守事項 

公の施設の指定管理者が、施設利用者等の個人情報を取り扱う場合については、個人情報の保 

護に関する法律に基づき、下記のとおり市の機関と同等の個人情報保護義務が課され、また、職 

員に対しても罰則が適用されますので留意願います。 

 なお、指定管理者としての施設管理業務以外のために貴団体で取り扱う個人情報（自主事業の 

ために取り扱うものなど）は、法律による保護義務の対象ではありませんが、指定管理者と 

しての公共性にかんがみて、適正な管理を行うよう願います。 

 

１ 職員の守秘義務 

  指定管理者の事務に従事している者又は従事していた者は、その事務に関して知り得た個 

  人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

２ 職員に対する罰則 

①指定管理者の事務に従事している者又は従事していた者が、正当な理由なく下記ア～ウの 

  要件の全てを満たす個人情報を提供したときは、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰 

  金に処されます。 

   ア 個人の秘密に属する事項が記録された個人情報の集合物 

   イ 指定管理者が保有するもの 

   ウ 電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの 

②指定管理者の事務に従事している者又は従事していた者が、自己又は第三者の不正な利益 

を図る目的で指定管理者が保有する個人情報を提供し、又は盗用したときは、１年以下の  

 懲役又は５０万円以下の罰金に処されます。 

３ 個人情報の収集 

①あらかじめ個人情報を取り扱う目的を明確にし、当該目的の達成のために必要な範囲内で 

  収集しなければならない。 

②適法かつ公正な手段により収集しなければならない。 

③原則として本人から収集しなければならない。 

４ 目的外利用及び提供の制限 

  公の施設を管理する目的以外に、個人情報を指定管理者の他の業務に利用し、又は第三者 

 へ提供してはならない。（本人の同意があるとき、本人に提供するとき、法令等に定めがあ 

 るときなどを除きます。） 

  また、法令等の定めにより第三者へ提供する場合でも、オンライン結合された電子計算機  

 を用いて、提供相手方が随時情報を入手し得る状態にしてはならない。 

５ 適正管理 

①事務の目的を達成するために必要な範囲内で、保有する個人情報を正確かつ最新の状態に 

保つよう努めなければならない。 

②個人情報の漏えい、滅失、損傷及び改ざんの防止その他の個人情報の適切な管理のために

必要な措置を講じなければならない。 

③保有する必要がなくなった個人情報を、確実に、かつ、速やかに破棄し、又は消去しなけれ

ばならない。 
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６ 不正な複製等の禁止 

①何人も、正当な理由がなければ、指定管理者が管理する文書・電磁記録媒体に記録された 

  個人情報を他の記録媒体に複製（再複製を含む。）してはならない。 

②何人も、正当な理由がなければ、上記①に違反して複製された記録媒体を所持し、譲り受 

け、借り受け、譲り渡し、又は貸し渡してはならない。 

７ 委託する場合の責務 

  個人情報を扱う事務を委託しようとするときは、委託に関する契約書に個人情報の漏えい 

 等の防止に関する事項、契約に違反したときの契約解除及び損害賠償に関する事項等を明記 

 するなど、個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

８ 開示の請求等 

  何人も、自己の個人情報で指定管理者が保有するものについて、市に対して開示、訂正、 

 利用停止の請求ができます。この場合は、指定管理者は、市へ当該個人情報を提供し、市が 

 本人からの請求に応じることとなります。 

 ※ただし、指定管理者が自ら個人情報の本人に対する開示等を行うことを禁止するものでは 

  ありません。 

９ 苦情の処理 

  指定管理者は、現に保有している個人情報の取扱いについて苦情の申出があったときは、 

 適切かつ迅速にこれを処理するよう努めなければならない。 

10 指定期間満了時の措置 

  指定期間が経過し、又は指定を取り消されたときは、当該公の施設の管理のために保有し 

 ている個人情報について、速やかに市の指示するところにより市に引き継ぎ、又は破棄し、 

若しくは消去しなければならない。 
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別添資料２ 

備品台帳     

施設名 品名 数量 備考 

信太山駅前自転車等駐車場 

エアコン 1 管理人室 

掃除機 1 管理人室 

冷蔵庫 1 管理人室 

ロッカー（２連） 1 1F 

４段棚 1 1F 倉庫 

監視カメラ 13  

消火器 

2 3F 

2 2F 

3 1F 

AED 装置 １ 1F 

北信太駅前仮設自転車等駐車場 

事務机 １ 1F 

事務椅子 1 1F 

エアコン 1 1F 

監視カメラ １ 1F 

防犯灯 1 1F 

AED 装置 １ 1F 

和泉中央駅前南自転車等駐車場 

エアコン 1 管理人室 

冷蔵庫 1 管理人室 

IH 式加熱機器 1 管理人室 

監視カメラ 20   

消火器 7 2F 

消火器 5 1F 

消火器(移動式粉末） 5 1F 

AED 装置 １ 1F 
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施設名 品名 数量 備考 

和泉中央駅前北自転車等駐車場 

エアコン 1 管理人室 

冷蔵庫 1 管理人室 

IH 式加熱機器 1 管理人室 

監視カメラ 19   

消火器 6 2F 

消火器 6 1F 

消火器(移動式粉末） ７ 1F 

AED 装置 １ 1F 

和泉府中駅東自転車等駐車場 

エアコン 1 管理人室 

監視カメラ 31   

消火器 6 3F 

消火器 6 2F 

消火器 7 1F 

消火器(移動式粉末） 7 1F 

AED 装置 １ 1F 

和泉府中駅西自転車等駐車場 

エアコン 1 管理人室 

監視カメラ 16   

消火器 2 4F 

消火器 2 3F 

消火器 2 2F 

消火器 2 1F 

AED 装置 １ 1F 
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別添資料３ 

駐輪場利用実態等調査について 

 

１ 対象施設 市営駐輪場（６施設） 

 

２ 調査の内容 

（１）「自転車駐輪場状況調査票」の作成 

   各駐輪場の状況調査を行い様式「自転車駐輪場状況調査票」、「劣化度調査票」（別途定

めた様式）を作成する。 

※ 劣化度調査は、別に定める「劣化度判定マニュアル」に基づき作成すること。 

※ 施設点検セット（打診棒・非常灯点検フック棒・記入用のボード）を用いて劣化度調査を

行うことから、調査日の 1か月前までに備品貸出を市に申し出ること。 

※ 別添の参考資料①から③はあくまでも参考となります。 

（２）写真撮影 

   デジタルカメラを用いて各駐輪場の状況写真を記録する。撮影は駐輪場の施設の状況及び

利用実態が把握できるよう１施設につき５枚から 10 枚程度とし、画像の大きさは

1,600*1,200 ピクセルとする。駐輪場ごとにフォルダにまとめＣＤ－Ｒに記録する。 

   

３ 調査基準時  

   ５月１日から５月 20 日の晴天の平日の午前１１時頃 

   ただし、駐輪場の施設状況については、雨漏り等を把握するなど雨天時に調査を行う必要

がある場合は適宜、指定管理者の判断で対応すること。 

 

４ 報告の期限 

   ５月 29 日（市役所閉庁日の場合は翌開庁日）までに、自転車駐輪場状況調査、駐輪場ごと

にまとめた写真（紙に打ち出したもの）及びＣＤ－Ｒを交通担当課に提出する。 

   また、実態調査内容をまとめた一覧表及び劣化度調査票を交通担当課宛てにメールで提出

すること。 
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